
 

工事中の消防計画作成（変更）届出書 

○○年 ○月○○日  
 

京都市  ○○  消防署長 殿 

☑防火 

□防災 

住 所 ○○区○○通○○下る○○町〇番地   

    ○○ホテル株式会社 
氏 名 総務課長 ○○ ○○         

別添のとおり、     管理に係る工事中の消防計画を作成（変更）したので届け出ます。 
 

管理権原者の氏名 
（法人の場合は、名称及び代表者氏名） 

○○ホテル株式会社 

代表取締役 ○○ ○○ 

防火対象物 
又は       の所在地 

建築物その他の工作物 

 

○○区○○通○○下る○○町〇番地 
 

防火対象物 
又は       の名称 

建築物その他の工作物 
（変更の場合は、変更後の名称） 

 

○○ホテル 
 

複数権原の場合に管理権原 
に属する部分の名称 
（変更の場合は、変更後の名称） 

 

防火対象物 
又は       の用途※１ 

建築物その他の工作物 
（変更の場合は、変更後の用途） 

 

ホテル 
 

 

 

令別表第１※１ 

 

（５)項イ 

その他必要な事項 
（変更の場合は、主要な変更事項） 

 

 

受 付 欄※２ 経 過 欄※２ 
 

 

 

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ □印のある欄については、該当の□印にレを付けること。 

    ３ ※１欄は、複数権原の場合にあっては管理権原に属する部分の情報を記入すること。 

   ４ ※２欄は、記入しないこと。

☑防火 

□防災 

管理者 



工事中の消防計画 留意事項 

１ 趣旨 
  工事中の消防計画は、既存の防火対象物において工事をする際に、当該防火対象物の消防計

画に基づき、工事中の防火安全対策を具体的に計画するものである。よって、既定の消防計画
と別個に作成し、既定の消防計画に付加するものとする。 

 

２ 作成の必要がある対象物  
⑴ 消防法第１７条の消防用設備等の増設、移設等の工事を行う防火対象物で、当該設備の機

能を停止させるもの又は機能に著しく影響を及ぼすもの。 

⑵ 防火対象物の構造、用途等から人命安全対策上又は火災予防上必要と認めるもの。 
 

３ 届出の留意事項 
⑴ 工事期間中は、通常の防火管理体制と異なり、既定の消防計画では十分に対応できないお

それが高いため、防火管理者が工事責任者等と十分に協議して、工事中の消防計画を作成す
る。 

 ⑵ 工事中の消防計画は、工事中の消防計画作成（変更）届出書に添付して、管轄消防署に正
副２部を届出する。 
 

４ 作成の留意事項 
 ⑴ 作成例は、工事中における一般的な形態を想定したため、工事現場個々の形態及び建物構

造、設備の設置状況等の実態とその特異性を考慮し、適宜、加筆又は削除して作成する。  

なお、加筆する場合は、工事現場等の実態を踏まえて、各項目の「その他」の欄又は余白
に書き加える。  

⑵ 本作成例第１「工事計画及び施工に関すること」のうち、４から７については、該当する
場合にのみ、別紙として記入し提出する。  
 

５ 既存防火対象物の工事中の消防計画作成チェック表の添付  
届出書に「既存防火対象物の工事中の消防計画作成チェック表」を添付し、これにより、工

事中の消防計画に作成する項目が盛り込まれているかどうかのチェックを行う。  
 

６ その他 
  この消防計画の内容を防火対象物の関係者及び工事施工関係者に十分周知させ、工事中の防

火安全に万全を期すること。 
 



 

 

 

 

作 成 す る 内 容 必要項目 
作  成 
チェック 

備 考 

１ 工事計画及び施工に関すること 

 
 

１ 工事概要 〇  

２ 工事日程表 〇  

３ 工事範囲 〇  

４ 機能に支障を生じる消防用設備等（有・無） ▲  

５ 機能に支障を生じる避難施設等（有・無） ▲  

６ 火気を使用する設備器具等の使用等（有・無） ▲  

７ 危険物等を取り扱う作業等（有・無） ▲  

８ 連絡先 〇  

９ 緊急連絡先 〇  

10  その他 ▲  

２ 工事中の防火管理体制に関すること 

 
 

１ 出火防止対策 〇  

２ 相互連絡体制 〇  

３ 震災対策 〇  

４ 自衛消防について（組織の編成） 〇  

５ 消防機関との連絡 〇  

６ 避難経路 〇  

７ 防火区画 〇  

３ 工事期間中の工事人への教育・訓練の実施及び工事中の消防計画の周知に関す
ること 

 

 

１ 防火・防災教育 〇  

２ 訓練 〇  

３ 工事中の消防計画の周知に関すること 〇  

別紙１ 機能に支障を生じる消防用設備等の代替措置に関すること 

 
 

１ 消防用設備等 ▲  

２ 管理の方法等 ▲  
 

 

 

既存防火対象物の工事中の消防計画作成チェック表 



別紙２ 機能に支障を生じる避難施設等の代替措置に関すること 

 
 

１ 避難施設及び非常用進入口等 ▲  

２ 管理の方法等 ▲  

別紙３ 火災発生危険等に対する対策に関すること 

 
 

１ 火気使用設備器具の状況及び火災の発生のおそれのあ
る機械器具等 

▲  

２ 管理の方法等 ▲  

別紙４ 危険物品等の管理に関すること 

 
 

１ 危険物品等 ▲  

２ 管理の方法等 ▲  

別表１ 日常の火災予防組織 〇   

別表２ 日常の自主検査チェック表 〇   

別 図 工事部分等の平面図（防火区画等を図示したもの） 〇   

     

     

その他 

 

 

 
（備考）１ ○印は既存防火対象物の工事中の消防計画を作成する上で必要な項目、▲印は、該当す

る場合に記入するものである。 

２ 作成チェックは、工事中の消防計画の作成者が、作成した項目について「✓」印でチェッ
クする。 

３ 工事現場の実態に合わせて作成した別表・別図・別記については、空欄に記入する。 



 

 

〇〇ホテルの工事中の消防計画 
 

※本計画に定めるもの以外については、既定の消防計画による。 

    年  月  日作成 

第１ 工事計画及び施工に関すること 

 １ 工事概要 

〇〇ホテル１階西側に厨房を増築し、２階から４階部分の客室及び廊下の模様替工事

（天井張替え、間仕切り位置変更、床面のカーペット張り替え）、厨房設備の設置、空調

設備の改修、及び消防用設備等（スプリンクラー設備、誘導灯、自動火災報知設備）の

工事を行う。 

２ 工事日程表 

工事期間：〇月〇日～〇月〇日まで 

工事時間帯：午前９時～午後５時（※詳細は別添スケジュールのとお

り） 

３ 工事範囲 別図を参照 

４ 機能に支障を生じる消防用設備等 
有 ・ 無 

別紙１ 

５ 機能に支障を生じる避難施設等 
有 ・ 無 

別紙２ 

６ 火気を使用する設備器具（以下、「火気使用設備

器具」という。）等の使用等 

有 ・ 無 
別紙３ 

７ 危険物等を取り扱う作業等 
有 ・ 無 

別紙４ 

８ 連絡先 
（工事）〇〇〇〇株式会社  ○○ ○○ ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇 

        現場事務所       ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇 

９ 緊急連絡先 
工事施工責任者  ○○ ○○   

ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇―〇〇〇〇（携帯） 

10  その他 

下請 内装工事  株式会社〇〇工務店  

   責任者 ○○ ○○  ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇 

空調設備  ○○空調設備株式会社  
   責任者 ○○ ○○  ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇 

消防用設備等・特殊消防用設備  ㈱〇〇設備   
責任者 ○○ ○○  ＴＥＬ〇〇〇―〇〇〇〇 

 

 

作成例（既存防火対象物の工事中の消防計画） 



【作成例（既存防火対象物の工事中の消防計画） 留意事項】 

 

第１ 工事計画及び施工に関すること 

工事中の消防計画は、工事部分に出入りする全ての者に適用される。  

なお、既存の防火管理義務対象物で既定の消防計画が作成されている場合、工

事中の消防計画に定めるもの以外のものについては、既定の消防計画によること。 

 

１ 工事概要  

工事計画及び施工に関する次の事項について、明記する。  

⑴ 新築、増築、改築又は模様替え等の工事種別  

⑵ 工事を行う部分及びテナント名（用途）  

テナントが変更になる場合は、工事前のテナント名（用途）及び工事後のテ

ナント名（用途）  

⑶ 工事内容  

⑷ 設備等の工事を行うもの（厨房設備、空調設備、ボイラー等）  

⑸ 消防用設備等・特殊消防用設備等の工事を行うもの  

 

２ 工事日程表  

日常の工事時間及び休日、夜間等の工事時間を明記する。  

（例）工事時間帯    毎日午前９時から午後５時まで  

休日等の工事予定 平日と同じ時間  

夜間の工事予定  〇月〇〇日から〇〇日までは、午前９時から午後 

１１時まで  

 

３ 工事範囲  

工事部分等を明確にした図面（平面図及び立面図等）を添付する。  

 

４～７  

該当する場合の有無を○で囲み、作成した別紙の番号を記入する。  

 

８ 連絡先 

工事施工者及び工事現場事務所の連絡先を記入する。  

 

９ 緊急連絡先 

前８以外の緊急連絡先を記入する。 （例）〔工事施工責任者、現場監督者〕 

 

１０ その他 

その他の欄には、下請業者等及びその他必要な事項を記入する。 

 



第２ 工事中の防火管理体制に関すること 
  

１ 出火防止対策 

⑴ 日常の火災予防 

ア 防火責任者及び火元責任者     を別表１「日常の火災予防組織」のとお

り指定し、それぞれの任務に従って日常の火災予防を行う。 

イ 火元責任者     は、別表２「日常の自主検査チェック表」を用いて、担

当区域の日常の火災予防について毎日自主検査を実施する。 

ウ 火元責任者       は、自主検査の結果、異常が認められたときは、工

事施工責任者、防火管理者に報告し、指示を受けて対処する。 

エ その他 

〇 防火責任者は、別表２の自主検査の結果を毎月〇回、防火管理者に報告する。 

〇 工事施工責任者は、作業開始前又は作業終了時に、その日及び翌日の作業内容

について、防火管理者に報告する。                                                 

〇 防火管理者及び防火責任者は、作業員が火気を使用する場合には、周囲をよく

点検し、必要な指示を与える。                                  

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

⑵ 放火防止対策 

ア 建物の外周部及び階段等には、可燃性の工事用資材又は梱包材等は置かないよ

うにする。やむを得ず置く場合は整理整頓し難燃性シート等で覆い保管する。 

イ 工事施工責任者    は、作業終了後に施錠を最終的に確認する。 

ウ 工事関係者以外の者の工事部分等への立ち入りは禁止とし、 防火責任者、火

元責任者及び警備員 が、工事部分等への出入りをチェックする。 

 エ その他 

〇 警備員は、工事部分等の巡回警備を行う。                           

                                                                

                                            

                                            

                                                



第２ 工事中の防火管理体制に関すること  

１ 出火防止対策  

⑴ 日常の火災予防  

ア 日常の火災予防組織の構成員を定めて、下線を引いた部分に記入する。 

（例）〔防火責任者、火元責任者〕  

別表１「日常の火災予防組織」の作成は、次の事項に留意し作成する。  

（ア）防火責任者は、工事分担区域ごとの責任者等とし、防火管理者を補佐す

るとともに工事分担区域における防火管理業務の遂行責任者とする。  

（イ）火元責任者は、それぞれの工事分担区域における日常の火災予防業務を

実質的に行うことのできる者を指定する。  

（ウ）別表１は、防火管理者の氏名を記入し、防火責任者及び火元責任者を工

事現場の実態に応じて定め氏名を記入する。また、防火責任者及び火元責

任者の行う業務を定め記入する。  

（エ）別表１を各担当者に配布するとともに、休憩場所などの見やすい場所に

掲出して、自己任務の確認を徹底させる。  

イ 別表２「日常の自主検査チェック表」に基づいて日常の自主点検を実施す

る者を定め、下線を引いた部分に記入する。（例）〔火元責任者〕  

（ア）日常の自主検査チェック表に基づいて毎日担当業務を実施するよう明記

し、その状況を定期的に防火管理者に報告する。  

（イ）別表２は、工事現場の実態に応じて、検査項目を定め記入する。  

なお、定期的に工事責任者の確認を受ける必要がある。  

ウ 前イで定めた者が、検査を実施し、異常を認めたときに、直ちに報告する

者を例示のように下線部に記入する。（例）〔工事施工責任者、防火管理者、

防火責任者〕  

エ その他欄には、例示の内容等のほか、日常の火災予防を実施する上で必要

な事項があれば記入する。  

⑵ 放火防止対策  

放火火災を防止するためには、放火の危険性を踏まえて工事現場の実態に応

じた対策を講じる必要がある。  

ア 工事用資材等は、極力屋内の避難上支障のない場所等に整理整頓して保管

し、保管スペースのない場合は、放火されないような対策を講じ、屋外で保

管する。  

イ 工事時間以外は、外部から侵入できないように出入口を施錠し、その施錠

状況を最終的に確認する者を定め、下線部に記入する。（例）〔工事施工責

任者、現場監督者、防火管理者〕 

ウ 工事現場へは、関係者以外の者の立入りを禁止し、不審な者が入らないよ

うに出入りをチェックする者を定め下線部に記入する。（例）〔防火責任者、

火元責任者、警備員、保安員〕  

エ その他の方法等で放火防止の対策をする場合に具体的に記入する。 



 

 

⑶ 喫煙管理 

ア 喫煙をする場合は、 〇階の休憩場所及び喫煙所          の喫煙

場所で行う。 

   なお、喫煙場所には、その旨を掲示する 

イ 火元責任者       は、毎日作業終了後に吸殻を集め、指定された不燃

性容器に入れて、水を含ませるなどの処理を行う。 

 ウ その他 

   〇 喫煙場所周囲には、可燃物等を放置しない。                 

                                            

⑷ 延焼拡大防止 

ア 防火戸、防火シャッター  の周囲には、延焼媒体となる可燃物や開閉障害と

なる物品を放置しない。 

イ 工事中は、作業のため必要がある場合を除き、 防火戸、防火シャッター     

は努めて閉鎖する。 

ウ 防火戸、防火シャッターは、作業終了後努めて閉鎖する。 

 エ その他 
                                             

                                             

                                             

 

２ 相互連絡体制 

⑴ 防火管理者   は、火災予防上必要な事項について、必要に応じて、工事責任者

等に指導、監督を行う。 

⑵ 防火管理者  は、工事関係者等と工事の開始前に十分協議を行う。 

⑶ 工事責任者は、工事の開始・終了の報告、溶接・溶断作業の事前報告、危険物品の

持込み・使用の事前報告を防火管理者  に行う。 

⑷ 工事部分内又は使用している部分から火災が発生した場合は、相互に連絡を行う。 

⑸ その他 

〇 防火管理者と工事責任者等は、適宜又は定期的に連絡会を開催し、工事の進捗

状況と防火管理対策について、連絡調整、確認を行う。                                                   

                                                

                                                  

                                           

 



⑶ 喫煙管理 

ア 工事作業中は原則、禁煙とし、喫煙場所を具体的に定め下線部に記入する。 

なお、喫煙場所には、その旨を表示して区別がつくようにしておく。 

 （例）〔〇階の休憩場所、各階の喫煙所〕 

また、喫煙場所には水を入れた吸殻入れを準備する。 

イ 作業終了後に灰皿等を集め、吸殻の後始末を行う者を定め下線部に記入す

る。 

ウ その他必要な事項を記入する。  

 

⑷ 延焼拡大防止  

ア 既存の防火区画を構成する防火戸、防火シャッター等がある場合に具体的

に下線部に記入する。  

イ 防火区画している防火戸は、特に必要がないものは、閉鎖しておく。  

ウ 作業終了時に防火戸等は、全て閉鎖して防火区画を完全にしておく。  

エ その他必要な事項を記入する。  

 

２ 相互連絡体制  

既存防火対象物の工事を行う場合、工事部分等と使用部分との相互連絡体制を

確立し、日常の防火管理、自衛消防活動に支障を来さないようにする。  

⑴ 火災予防上必要な事項を工事関係者に指導監督する者を定め下線部に記入す

る。 （例）〔防火管理者、管理権原者、統括防火管理者〕  

 

⑵ 防火管理者は、工事計画の段階から工事関係者等と防火管理業務の協議を十

分に行う必要がある。 下線部分には、前⑴と同様の者を記入する。  

 

⑶ 火気の取扱い、危険物等の持込みに対する承認等及び工事開始並びに終了時

の報告体制の確立を図る必要がある。下線部分には、報告を受ける者を前⑴と

同様に記入する。 

 

⑷ 発災時の通報、避難について相互に連絡を図る必要がある。  

なお、それぞれの通報連絡担当は、インターホン、口頭、非常ベル等で連絡

する等の具体的な連絡方法及び非常放送要領等を周知徹底しておく必要がある。  

 

⑸ その他必要な事項を記入する。使用部分の各責任者及び工事部分等の各工事

責任者相互が、適時又は定期に連絡会等を開催し、工事の進捗状況と防火管理

対策について連絡調整を図り、一体的な防火管理体制を確立する必要がある。 

 

 

 



３ 震災対策 

⑴ 日常の震災対策 

ア 震災対策を実施する責任者は、 防火管理者  とする。 

イ 建築物の倒壊、資機材の転倒、落下防止及び火気使用設備器具からの出火防止

を重点とし、次の事項について予防措置を実施する。 
（ア）工事用資器材等の転倒防止措置 

（イ）工事用足場、資材等の落下、飛散防止措置 

（ウ） その他 

〇 建築物、工作物等の安全確保のための点検と補強                                       

〇 火気使用設備器具の点検と安全措置                                        

〇 火気使用設備器具は、自動消火装置等の作動状況の検査                                          

〇 危険物品は、転倒、飛散防止措置                                          

                                               

ウ その他 

  〇 震災に備えて、必要な非常用物品を備える。                                          

                                               

                                                

⑵ 地震後の安全措置 

ア 地震発生直後は、身の安全を守ることを第一とする。 

イ 工事関係者は、揺れがおさまったら、直近の火気使用設備器具の元栓、器具栓

の閉止又は電源遮断を行い、 火元責任者  はその状況を確認する。 

ウ 各設備器具等は、安全を確認した後に使用する。 

エ 工事施工責任者        は、地震動終了後、工事部分等を点検、確認

し、被害状況を 防火管理者  に報告する。 

 オ その他 

   〇 緊急地震速報を見聞したときは、周囲の人に声をかけながら、身の安全を

守ることを第一とする。                                          

                                        

                                        

                                    
 

 



３ 震災対策  

⑴ 日常の地震対策  

震災に備えての事前計画を、あらかじめ定めておく必要がある。  

ア 地震による被害を最小限にするため、日常から震災対策を実施する責任者

を定め、下線部に記入する。（例）〔防火管理者、工事施工責任者〕  

イ 建物の倒壊をはじめ、工事現場における資機材の転倒、落下防止及び火気

使用設備器具からの出火防止を重点とし、それぞれの工事現場の実態に応じ

て具体的な措置を定めておく。  

その他の欄には、工事現場の実態に応じた措置を実施する場合に記入する。 

ウ その他必要な事項を記入する。 

工事期間が長期に及ぶ場合は、地震に備え非常用物品等を準備しておく。  

 

⑵ 地震後の安全措置 

地震により、火災が発生し被害が拡大する要因は、使用中の火気使用設備器

具及び危険物等であるため、それらについて地震が発生したときの措置を定め

る。  

ア 地震発生直後は、落下物に注意して柱、壁等の脇で身の安全を守ることを

徹底する。  

イ 地震発生と同時若しくは、地震動が終了すれば、全ての工事関係者は、直

近の火気使用設備器具の元栓、器具栓の閉止又は電源遮断を行うものとし、

その状況を確認する者を定め、下線部に記入する。（例）〔火元責任者〕  

ウ 各種の設備器具は、点検、検査を実施し、安全を確認してから使用する。  

エ 地震動がおさまった後、工事部分等の被害状況等を確認する者及び報告先

を定め、それぞれの下線部に記入する。（例）〔点検者：工事責任者〕〔報

告を受ける者：防火管理者、管理権原者 統括防火管理者〕 

オ その他必要な事項を記入する。  

緊急地震速報が報じられた場合の対応等を記入する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

４ 自衛消防について 

組織の編成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ この隊の編成表は、 現場事務所、休憩室    の見やすいところに掲示する。 

⑵ 各班及び班員の指定は、工事現場の規模、工事人の数に応じて、具体的に任務分担

し、自衛消防隊活動の内容を周知させる。 
 

 

 

 

 

 

自
衛
消
防
隊
長 

 

施設部長（〇〇

 

○○）

 

防火対象物本部隊（既設の自衛消防隊） 
 自衛消防副隊長 
  施設課長  氏名 ○○ ○○ 

工事地区隊長 
 ○○○○建設㈱ 

○○ ○○ 

工事 A 地区班長 
 ○○ ○○ 

工事 B 地区班長 
 ○○ ○○ 

通報連絡班 
○○ ○○ 
○○ ○○ 

初期消火班 
 ○○ ○○ 
○○ ○○ 
〇〇 ○○ 

避難誘導班 
 ○○ ○○ 
○○ ○○ 
〇〇 ○○ 

応急救護班 
 ○○ ○○ 
○○ ○○ 
〇〇 ○○ 

・既設部分との連絡 
・消防機関への通知 
・工事区域内への報知 

・作業員の避難誘導 
・利用者の避難誘導 

・初期消火活動 

・負傷者の救出 
・応急措置 



 

 ４ 自衛消防について 

既存防火対象物の場合、工事区域の自衛消防隊は、既存の消防計画に定める自

衛消防隊の１地区隊として位置付けられ、自衛消防隊長の指揮下で活動するよう

隊を編成する必要がある。  

この編成例を参考とし、工事区域又は作業グループ、工事人の数等を考慮して

実態に合った隊の編成を行い作成する。 工事関係者の人数が少ない場合でも、通

報連絡班、初期消火班、避難誘導班は、必ず定める必要がある。 

なお、このページに記入できない場合は、別紙で添付する。 

隊の編成に当たっては、次の事項に留意して作成させる。  

⑴ 既存の消防計画で自衛消防隊長、自衛消防副隊長等に任命されている者の職

名を明記する。  

 

⑵ 法第８条の２の５により、自衛消防組織の設置が義務付けられる場合は、統

括管理者を記載する。 

 

⑶ 災害時は、防火対象物本部隊と連携して自衛消防活動を行うものとする。  

 

⑷ 地区隊の編成は、各工事区域、各作業グループ又は各階等ごとに行い、その

各現場監督者を地区隊長として編成することが望ましい。  

 

⑸ 班長、係員の指定は、各現場監督者の支配下にある者の中から指定して編成

させる。  

 

⑹ 通報連絡班は、火災発見時に消防機関への通報（１１９番）と本部（防災セ

ンター等）への通報と作業所内への火災発生連絡を行う。 

 

⑺ 初期消火班は、消火器又は屋内消火栓設備等を操作して初期消火を行う。 

 

⑻ 避難誘導班は、自衛消防活動中以外の作業員等を作業所内から避難誘導する。  

 

⑼ 応急救護班は、負傷者の救護所への搬送や応急措置を行う。 

 

⑽ 隊編成表を掲示しておく場所を、具体的に定め下線部に記入する。（例）〔現

場事務所、休憩室〕 

 

⑾ 自衛消防活動等の内容を工事人等に周知徹底する。 

 

 



 

 

５ 消防機関との連絡 

⑴ 届出事項 

種   別 届 出 の 時 期 等 

工事中の消防計画作成届出 工事中の消防計画を作成又は変更したとき 

消防活動上支障のある行為の

届出 

① 工事に伴って、火災と紛らわしい煙又は火炎を

発するおそれのある行為をするとき。 

② 消防隊の通行その他消火活動に支障を及ぼす

おそれのある、道路の工事若しくは占用又は荷物

の搬出をするとき。 

③ 消火活動上必要な施設並びに非常用進入口及

び非常用エレベーターの使用に支障を及ぼすお

それのある工事をするとき。 
 

⑵ 連絡事項 

消防用設備等・特殊消防用設

備等の代替措置等について                                 

 工事上やむを得ず機能を停止等する場合、事前に

消防署と連絡を密にして、火災予防上安全な措置を

図る。                   
 

６ 避難経路 

⑴ 避難経路には、資材等の物品が置かれないよう確保する。 

⑵ その他 

〇 二方向避難を確保する。 

○ 工事部分等における避難経路図を作成し、 工事部分等の出入口に掲示する。                                                                                  

                                                 

                                      

 

７ 防火区画 

⑴ 防火区画については、別図のとおり。 

⑵ 工事施工責任者 は、防火区画に異常がないかどうかを自主検査チェック表に基

づき確認し、破損等を発見した場合は、直ちに改修する。 

⑶ その他 

〇 使用部分と工事部分は、完全に区画を行う。                         

                                                 

                                                 

 



５ 消防機関との連絡  

⑴ 届出事項  

管理権原者、統括防火管理者、防火管理者、工事施工責任者が消防機関へ届

出等する事項の種別及び時期を例示のように記入する。  

ア 工事中の消防計画を作成又は変更したときに、届出をしなければならない。  

なお、次の場合には、工事中の消防計画の変更届出が必要である。  

（ア）工事内容の大幅な変更  

（イ）自衛消防組織の大幅な変更  

イ 自衛消防訓練を実施するときは、事前に消防機関に通報する。  

ウ 火災と紛らわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為等を行う場合は、

必ず消防機関に届出が必要である。  

 

⑵ 連絡事項 

工事により、消防用設備等・特殊消防用設備等をやむを得ず機能を停止する

場合には、左表の例示のように記入する。  

機能に支障を生じる消防用設備等・特殊消防用設備等の代替措置については、

別紙１による。  

 

６ 避難経路  

工事部分等においては、多量の工事用資材等の搬入が予想されるので、常に整

理整頓を行い、特に避難通路には物品が置かれないようにする必要がある。  

⑴ 工事施工責任者等は、常に避難通路の確保を行わなければならない。 

 

⑵ その他必要な事項を記入する。  

 

７ 防火区画  

⑴ 建物の一部を使用して工事を行う場合、出火危険の高い工事部分等と使用部

分を完全に防火区画し、工事部分からの煙の流出を防ぎ、延焼拡大を防止して

人命の安全を図る必要があるため、換気口等も含め、工事部分等と使用部分の

防火区画を明確にし、別図に記入する。 

 

⑵ 自主検査チェック表（別表２）に基づき、異常の有無を確認する者を定め、

下線部に記入し、破損等を発見した場合は、直ちに改修する必要がある。（例）

〔工事施工責任者、防火管理者〕 

 

⑶ その他必要な事項を記入する。  

 

 



 

３ 工事期間中の工事人への教育・訓練の実施及び工事中の消防計画の周知に

関すること 

１ 防火・防災教育 

⑴ 防火・防災教育の実施時期等 

防火・防災教育の実施時期、実施責任者、実施対象者、実施回数は下表のとおり

とする。 
                   

                       実施責任者 
 

 

 対象者      実施時期    実施回数 

統
括
防
火
管
理
者 

防
火
管
理
者 

工
事
施
工
責
任
者 

全  員 
工事開始前 1回以上 〇 〇  

作業開始前 毎日   〇 

工事施工責任者 
工事開始前 1回以上 〇 〇  

随  時 必要の都度 〇 〇  

 

⑵ 防火・防災教育の内容 

対 象 者 実 施 内 容 

全  員 

１ 工事中の消防計画について 

２ 遵守事項の徹底について 

 ⑴ 火気管理、喫煙管理 

 ⑵ 避難施設等の維持管理 

 ⑶ 危険物品等の管理 

 ⑷ 消防用設備等の使用方法 

３ 災害発生時の対応要領について 

工事施工責任者 

１ 工事中の消防計画について 

２ 各自の任務分担と責任範囲について 

３ 日常の火災予防の徹底について 

４ 自主検査チェック表による自主検査の徹底

について 

５ 災害発生時における工事部分と使用してい

る部分の連絡体制の徹底について 
 

⑶ その他 

臨時的に就業する作業員等に対しては、工事施工責任者が個別に防火・防災教育

を実施し、徹底を図る。                                      

 



第３ 工事期間中の工事人への教育・訓練の実施及び工事中の消防計画の周知に関す

ること  

１ 防火・防災教育  

⑴ 防火・防災教育の実施時期等 

実施責任者欄は、防火・防災教育を行う者を記入し、対象者欄には防火・防

災教育を受ける者を記入し、実施時期及び実施回数欄にはそれぞれの時期、回

数を記入する。また、対象者に対して、実施責任者の誰が行うのかについて○

印を付ける。（例）〔実施責任者：統括防火管理者、防火管理者、工事施工責

任者〕〔対象者：工事施工責任者、全工事人〕 

ア 防火・防災教育は、防火管理者自ら又は教育を受ける者に関わりの深い

責任者（工事施工責任者等）を指定して行う。  

イ 防火・防災教育の方法としては、全員を対象として行うものとし、工事

を開始する前に必ず１回以上実施する。また、毎日工事開始時に作業内容

に伴う種々の遵守事項について徹底する。  

 

⑵ 防火・防災教育の内容  

具体的な教育内容については、工事現場により異なるが、防火管理に関する

事項は全て含まれるようにする。  

防火・防災教育を受ける者を対象者欄に、実施内容はその他実施する内容が

あれば実施内容欄の空欄に記入する。  

 

⑶ その他必要な事項を記入する。  

日雇い等の臨時の工事人を使用している場合には、工事施工責任者が個別に

防火・防災教育を実施する必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 訓練 

⑴ 訓練種別及び実施時期等 

訓練種別 
実施時期又は 

実 施 回 数 
参 加 者 訓練内容 

消火訓練 
〇月 〇日 

２ 回 

全  員 

自衛消防隊員 

消火器の取扱い 

屋内消火栓の取扱い 

通報訓練 
〇月 〇日 

２ 回 
自衛消防隊員 119番通報・館内連絡要領 

避難訓練 
〇月 〇日 

２ 回 
全  員 

工事部分の避難経路の確

認 

避難誘導要領 

総合訓練 
〇月 〇日 

１ 回 
全  員 

工事部分と使用部分の連

携活動 
 

⑵ その他 

建物全体で実施する総合訓練には、必ず参加する。                                    

                                                 

 

３ 工事中の消防計画の周知に関すること 

⑴ 防火管理者は、前記の防火・防災教育及び訓練を通して、全従業員、工事人に対

して、工事中の消防計画を周知徹底する。 

⑵ その他 

工事人が日時によって変わるので、その都度、周知徹底を図る。                                           

                                     

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

 

 

 

 

 

 
 

 



２ 訓練  

⑴ 訓練種別及び実施時期等  

訓練については、工事期間等により異なるが、工事開始後に速やかに消火訓

練、通報訓練、避難訓練を必ず１回以上実施させるものとする。  

なお、具体的な実施月が分かれば記入し、分からない場合は回数を記入する。 

また、既存防火対象物で使用部分が実施する総合訓練には、必ず参加するも

のとする。  

ア 消火訓練 

初期消火班を中心にして、訓練用消火器を使用したり、実際に屋内消火栓

設備から放水するなど、より実践的な訓練を行う必要がある。 

なお、設置されている消防用設備等・特殊消防用設備等が使用できない場

合も想定して実施する。  

イ 通報訓練 

通報連絡班は、１１９番通報及び工事部分等と使用部分への連絡要領につ

いて実施する。  

ウ 避難訓練  

避難誘導班を中心にして、実施するものとする。 

工事部分等が使用部分からの避難経路となっている場合には、使用部分の

避難誘導担当と相互に連絡を密にして実施する。また、工事内容によっては、

工事部分等の避難経路が変更になる場合も考えられるので、工事開始前に十

分工事人に周知徹底しておくものとする。  

 

⑵ その他必要な事項を記入する。  

 

３ 工事中の消防計画の周知に関すること  

⑴ 工事中の消防計画の周知徹底について定める。  

 

⑵ その他必要な事項を記入する。  

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 



▲別紙１ 
機能に支障を生じる消防用設備等の代替措置に関すること 

１ 消防用設備等 
種類・区域 支障を生じる期間 代替措置の概要 

 

スプリンクラー設備 

〇階工事部分の全域 
 

 

 

自動火災報知設備 

〇階工事区域内 
 

非常ベル、放送設備 

〇階工事区域内 
 

誘導灯 

〇階工事区域内 
 

避難器具（緩降機） 

〇階工事区域〇側 
 

 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 
 

 

 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 
 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 
 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 
 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 

 

・消火器〇〇本増設（設置位置

は、別図に記入する） 

・屋内消火栓のホース増加 

（〇階２箇所各１本増設） 
 

・感知器を仮設工事し機能確保 

・発信機の機能確保 
 

・仮設工事により機能確保 

・携帯用拡声器の備え付け 
 

・移設し、機能確保 
 

 

・移設し、機能確保 

２ 管理の方法等 

（１） 工事施工責任者及び警備員等による巡回の回数を増やす等、監視体制を強化する。

（毎日○時間ごとに巡回を実施する。）  

（２） 機能を停止する消防用設備等・特殊消防用設備等の種類、停止時間及び停止部分

は、必要最小限にする。  

（３） 機能を停止する工事は、営業時間等以外の時間に行う。営業時間が昼夜にわたる

場合は、昼間に工事を行う。  

（４） 工事施工責任者は、防災センター等に工事内容（機能が停止する設備等）につい

て、連絡を密にする。  

（５） 工事終了後、工事施工責任者が点検を実施し、再度警備員等による点検を実施す

る。  

（６） 機能を停止する場合は、消防機関と協議する。 
 

 

 



▲別紙１ 機能に支障を生じる消防用設備等の代替措置に関すること 

 

１ 消防用設備等  

工事施工上やむを得ず機能を停止する消防用設備等の種類・区域、支障を生じ

る期間及び代替措置等の概要について、例示及び次の事項を参考にして記入する。  

⑴ スプリンクラー設備又は水噴霧消火設備等の機能を停止する場合は、消火器

又は屋内消火栓設備のホースを増加する等、他の消防用設備等・特殊消防用設

備等を増強すること。  

 

⑵ 自動火災報知設備、非常警報設備又は誘導灯の機能を停止する場合は、仮設

工事等により当該機能を確保すること。  

 

⑶ 屋内消火栓設備の機能を停止する場合は、消火器等を増強すること。  

 

⑷ 消火器、非常警報器具、避難器具又は誘導標識の場合は、移設により機能を

確保すること。  

 

⑸ 自動火災報知設備の無線方式の中継機を設置した場合には、その旨を明記す

ること。  

 

⑹ 移設場所を図面に記入すること。  

 

２ 管理の方法等  

工事に伴い、消防用設備等・特殊消防用設備等の機能に支障が生じる場合、次

の事項に留意して、その対策及び管理の方法等を定めて記入する。 

⑴ 巡回の回数を増やす等、監視体制の強化を図ること。 

 

⑵ 機能を停止する消防用設備等・特殊消防用設備等の種類、停止時間及び停止

部分は、必要最小限にすること。  

 

⑶ 機能を停止する工事は、営業時間等以外の時間とすること。ただし、ホテル

及び病院等営業時間が昼夜にわたるものについては、できる限り昼間に工事を

行うこと。  

 

⑷ 工事施工責任者等は、防災センター等と連絡を密にし、停止する消防用設備

等・特殊消防用設備等を相互に把握すること。  

 

⑸ 工事終了後の点検を実施し、機能の停止をしなくてもよい消防用設備等・特

殊消防用設備等については、復旧すること。  



▲別紙２ 
機能に支障を生じる避難施設等の代替措置に関すること 

１ 避難施設及び非常用進入口等 
種 類 ・ 区 域 支 障 を 生 じ る 期 間 代 替 措 置 の 概 要  

 

避難階段 

工事部分の西側階段 
 

 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 

 

・誘導灯を移設し、表示を

変更 

・工事部分東側屋外階段へ

避難誘導 
 

非常用進入口 

建物西側 

（外装改修工事に伴い足場を設置

するため） 
 

 

 

 

 

〇月〇日 〇〇時〇〇分 

～〇月〇日 〇〇時〇〇分 

 

・足場外部メッシュシート

上に非常用進入口の表示を

する。 

・防音パネル（シート）部

分は、外部から開放できる

常時閉鎖の開口部を設け、

非常進入口の表示をする。 

２ 管理の方法等 

（１） 工事部分及び使用している部分に、避難経路図を掲示する。 

（２） 避難誘導担当者及び工事人に対して、避難経路について周知徹底する。 

（３） できる限り、２方向避難を確保する。 

（４） 工事施工責任者は、避難階段、通路等及び非常用進入口付近に障害となる資材等が置

かれていないかを、随時確認する。 

（５） 作業時間帯の非常口は、随時開放できるようにする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



▲別紙２ 機能に支障を生じる避難施設等の代替措置に関すること 

 

１ 避難施設及び非常用進入口等  

工事施工上やむを得ず機能に支障を生じる避難施設等の種類・区域、支障を生

じる期間及び代替措置等の概要について、例示及び次の事項を参考にして記入す

る。  

⑴ 避難階段、非常口等に支障を生じる場合は、他の避難施設等への避難誘導を

行うこと。  

 

⑵ 外装工事等で非常用進入口に支障を生じる場合は、足場外部メッシュシート

上等に非常用進入口の表示をする等の措置をすること。  

 

２ 管理の方法等  

工事に伴い、避難施設等の機能に支障が生じる場合、次の事項に留意してその

対策や管理方法等について定めて記入する。  

⑴ 避難経路図を掲示すること。  

 

⑵ 工事施工責任者等は、避難誘導担当に周知徹底すること。  

 

⑶ 二方向避難を確保するとともに、できる限り屋外階段への避難誘導をするこ

と。  

 

⑷ 工事施工責任者等は、常に避難経路に障害物が置かれていないかを確認する

こと。  

 

⑸ 作業時間帯の非常口は、随時開放できるようにさせるとともに、使用できな

い出入口には、その旨を表示すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 



▲別紙３ 
火災発生危険等に対する対策に関すること 

１ 火気使用設備器具の状況及び火災の発生のおそれのある機械器具

等 
種類・数量 使用場所 使用期

間・時間 

設 置 方 法 

 

電気溶接機 

   ２台 
 

ガス溶断機 

   ２台 
 

トーチランプ 

   １台 
 

高速カッター 

   １台 
 

電気サンダー 

   １台 

 

工事区域内 
 

 

工事区域内 
 

 

工事区域内 
 

 

工事区域内 
 

 

工事区域内 
 

 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

〇月〇日 

～〇月〇日 

 

・使用の都度、搬入し、可

燃物のない不燃性床面に設

置。 
 

・ボンベをカートに固定す

る。 

２ 管理の方法等 

（１） 使用する場合は、事前に防火管理者へ連絡し、承認を受ける。 

（２） 器具等の使用前、使用後の点検を確実に実施する。 

（３） 溶接、溶断作業等を行う場合は、火花が飛散する範囲内の可燃物を除去又は不燃

シート等により遮へいをしてから行う。 

（４） 溶接、溶断作業等を行う場合は、近くに消火器等を配置する。 

（５） 溶接、溶断作業等を行う場合は、監視員を配置する。 

（６） 危険物及び可燃物の周辺では、火気を使用しない。 

（７） 地震の際には、出火防止のため安全が確保できるまでは、作業を中断する。 
 

 

 

 

 

 

 

 



▲別紙３ 火災発生危険等に対する対策に関すること 

 

１ 火気使用設備器具の状況及び火災の発生のおそれのある機械器具等  

火気使用設備器具の状況及び火災の発生のおそれのある機械器具等の種類・数

量、使用場所、使用期間・時間、設置方法について例示を参考にして記入する。  

 

２ 管理の方法等  

工事に伴い、火災発生危険等のある火気使用設備器具及び火災の発生のおそれ

のある機械器具等を使用する場合、次の事項に留意して、その管理の方法等を定

めて記入する。  

⑴ 火気使用設備器具及び火災の発生のおそれのある機械器具等を使用する場合

は、事前に防火管理者、工事施工責任者等の承認を得ること。  

 

⑵ 溶接、溶断作業時の対策  

ア 溶接、溶断等火花を発する作業、トーチランプ等による加熱作業、アスフ

ァルト等の溶解作業等を行う場合は、作業前に湿った砂を散布等したり、周

囲の可燃物の除去、不燃材料による遮断又は不燃シートによる遮へい等の措

置を講じること。  

イ 溶接、溶断等の場合は、作業中の監視及び作業後の点検を十分に行うこと。  

ウ 消火準備を行うこと。  

 

⑶ 火気使用設備器具の対策  

ア 火気使用設備器具の周囲を整理、整頓すること。  

イ 燃料の保管、補給を明確にすること。  

ウ 火気使用設備器具の点検をすること。  

 

⑷ 電気設備等の対策  

ア 許容電流を超えていないこと。  

イ 漏電が生じるおそれのある場合は、回路に漏電遮断器等を設置すること。  

 

⑸ 地震の際には、出火防止のため安全が確認できるまでは作業を中断すること。  

 

 

 

 

 

 

 
 



▲別紙４ 
危険物品等の管理に関すること 

１ 危険物品等 
種類・数量 使用場所 使用期間・時間 堆積・設置方法等 

 

合成樹脂エナメル塗料 

（第４類第３石油類） 

総量９０リットル 
 

 

 

合成樹脂塗料用シンナー 

（第４類第２石油類） 

総量２０リットル 

 

工事区域内 
 

 

 

 

 

工事区域内 

 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

 

 

 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

 

・一時保管場所に保管する。 

・使用する場合は、使用す

る量を小出しにする。 

・工事現場内に不燃性の仮

設の囲いを設ける。 
 

・工事現場内に不燃性の仮

設の囲いを設ける。 

可燃性工事用資材 

カーペット等 

２０本 
 

 

壁用クロス等 

３０本 
 

 

 

工事区域内 
 

 

 

工事区域内 

 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

 

〇月〇日 

～〇月〇日 
 

 

・現場内のコンクリート床

面に置く。 

・高積みしない。 

２ 管理の方法等 

（１） 危険物品等は、工事現場内には常時保管しない。保管する場合は、施錠するなど

管理を徹底する。 

（２） 塗料等の危険物を使用するときは、付近に火気及び火花を発するもの等がないこ

とを確認してから使用する。 

（３） 一時保管場所には、取扱上の注意事項等及び取扱責任者を明示する。 

（４） 一時保管場所には、消火器を設置する。 

（５） 常に整理整頓する。 

（６） 危険物使用中は、火気の使用及び喫煙は禁止する。 

（７） 危険物使用中は、換気を行いながら作業を行う。 

（８） 危険物品等を貯蔵又は取り扱う場合は、事前に防火管理者及び工事施工責任者へ

届出をし、承認を受ける。 
 

 

 
 



▲別紙４ 危険物品等の管理に関すること 

 

１ 危険物品等  

工事部分等で危険物品等を使用する場合に、その種類・数量、使用場所、使用

期間・時間、管理方法等について例示を参考にして記入する。  

 

２ 管理の方法等  

工事に伴い、危険物を使用したり、大量の可燃物を搬入する場合、次の事項に

留意して、その管理方法等を定めて記入する。  

⑴ 工事部分等に持ち込む危険物品等は、必要最小限度の量とし、原則日々の業

務終了後は持ち帰ること。  

 

⑵ 危険物品の引火性又は爆発性物品は、その性状に応じ適切に管理するととも

に、小分けする場合は、容器に入れて密栓し、できるだけ不燃性の保管庫等に

収納して施錠するなど管理を徹底すること。  

 

⑶ 一時保管場所には、取扱上の注意事項等及び取扱責任者を明示すること。  

 

⑷ 危険物の容器や高圧ボンベ等は、地震動等により転倒したり落下したりしな

いよう措置しておくこと。  

 

⑸ 危険物品等を貯蔵又は取り扱う場所において、火花の発生を伴う溶接・溶断

作業は行わないこと。  

 

⑹ 危険物使用中は、換気を行いながら作業を行うこと。  

 

⑺ 危険物品等を貯蔵又は取り扱う場合は、防火管理者及び工事施工責任者等の

承認を得ること。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 



別表１ 
日常の火災予防組織 

防 

火 

管 

理 

者 
 

〇 

〇 

〇 

〇 

防火責任者 業 務 火元責任者 業 務 
 

 

 

工事Ａ地区 

〇〇 〇〇 
 

 

 

 

 

 

１ 防火管理者の補佐 
 

２ 作業現場のパトロー

ル・監視 
 

３ 作業終了後の安全確  

認 
 

４ 作業現場の立入制限 
 

５ 火元責任者の指導監 

督 
 

６ 自主検査チェック表

（別表２）の確認及び

防火管理者への報告

（毎月） 
 

 

 

現場事務室 

〇〇 〇〇 

 

１ 火気管理 
 

２ 喫煙管理 
 

３ 避難施設の維持管理 
 

４ 作業現場の整理整頓 
 

５ 消火器、屋内消火栓設

備の維持管理 
 

６ 地震時の初動措置 
 

７ 自主検査チェック表

（別表２）による検査（毎

日） 
 

８ その他 
 

 

 

 

 

 

 

休憩室 

〇〇 〇〇 

 

 

 

工事Ｂ地区 

〇〇 〇〇 
 

 

工事Ａ地区 

〇〇 〇〇 

 

工事Ｂ地区 

〇〇 〇〇 



 

別表２ 
日常の自主検査チェック表 

〇月 

日 
曜

日 

検 査 項 目  

備考 
 

・不備欠陥事

項記入 

・改修状況記

入 

・その他 

終
業
時
の
火
気
の
確
認 

終
業
時
の
施
錠
管
理 

終
業
時
の
吸
殻
管
理 

消防用設備等の維持

管理 
防
火
戸
の
閉
鎖
障
害 

防
火
シャッター

閉
鎖
障

害 避
難
経
路
の
確
保
状
況 

危
険
物
の
保
管
状
況 

消
火
器 

屋
内
消
火
栓
設
備 

自
動
火
災
報
知
設
備 

そ

の

他

（ 
 
 

 
 

） 
1 月 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇  
2  火 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇  
3  水 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ○× 〇 〇 〇 資材放置、撤去済 
4               
5              
6              
7              
8               
9              

10               
11              
12               
13               
14               
15              
16              
17              
18              
19              
2 0               
2 1              
2 2               
2 3               
2 4               
2 5              
2 6              
2 7              
2 8              
2 9              
30               
31              

（凡例） ○…良 

     ×…不備 

     ○×…即時改修 

確
認
欄 

工事責任者 

 



 

別図 
工事部分等の平面図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


